
平成２２年度概算要求について（削減事項） 
 

１．補助金等の削減  

 

平成２２年度概算要求につき、以下のような取組みにより、８月の要求額

から総額▲１，８６８億円（①＋②＋③＋④）の削減を行った。うち、一般

会計で▲９７８億円、特別会計で▲８９０億円である。 

なお、削減目標を達成できていない事項については、今後とも削減に向け

た努力に取り組む。 

 

 

                         

（１）天下り法人への補助金等の削減    ▲１，０１３億円 
（一般会計▲６３７億円、特別会計▲３７６億円） 

 

うち、補助金等の削減額 ▲６１３億円(①) 
（一般会計▲２４６億円、特別会計▲３６７億円） 

直轄等への移管額 ▲４００億円 
（一般会計▲３９１億円、特別会計▲  ９億円） 

 

 

（２）公共事業関係費・施設整備費の削減    ▲２４８億円(②) 
（一般会計▲２１８億円、特別会計▲ ３０億円） 

 

公共事業関係費(水道施設整備費)を２割削減した。 

 

（３）システム関係費の削減          ▲２８１億円(③) 
（一般会計▲  ９億円、特別会計▲２７２億円） 

 

  

（４）その他のコスト削減             ▲７２６億円(④) 
（一般会計▲５０５億円、特別会計▲２２１億円） 

 

①契約に基づき国が支出する事業の削減  

②事業の優先順位付けによる削減                 

  ③事業の削減・見直し    
（主な事業） 

・レセプトオンライン化経費         ▲２２億円 

・療養病床の転換助成            ▲２９億円 

  

②

③

前年度予算 
からの削減額

8 月の要求額 
からの削減額 

▲７１９億円

▲３２１億円

▲１７５億円

※  前年度予算額からの削減については、８月の要求段階で既に▲１，２１１億

円を行っているが、概算要求で上記のような取り組みにより更に削減を行っ

た。 



 

２．財政投融資資金の削減                 ▲５８４億円 

 

天下り法人に対する財政投融資資金を２割削減した。 

 

 

３．その他の削減  

 

（１）厚生労働省資産（公務員宿舎等）の売却        ▲１１億円 
（一般会計▲ ５億円、特別会計▲ ６億円） 

 

（２）行政経費の節約 

備品の継続的使用の周知徹底、コピーやプリントアウトの際の両面印

刷の徹底等、今後とも積極的に庁費等の節約に取り組む。 

 

 

４．独立行政法人の役員数の削減  

 

  法人役員数の点検を実施し、本年１０月から理事数を２ポスト削減した。 

  ※今後ともポスト削減努力を継続。 



厚生労働省における行政経費の節約に向けた取組

＜消耗品・備品等＞

・ コピーやプリントアウトの際の両面印刷の徹底、集約印刷の活用

・ 事務用品の一括調達、合同庁舎単位での一括調達、コピー機等の複数年

度のリース契約等の公共調達の効率化の推進

・ 備品については、継続的使用の周知徹底

＜公用車＞

・ 公用車の計画的削減

・ 運転委託業務の導入による人件費削減

・ 共用自転車を導入し、庁舎周辺での移動は公用車の使用削減

・ 公用車のアイドリングストップやエコドライブの推奨

＜タクシー代＞

・ タクシー利用規程の厳格化や相乗りの励行等によるタクシーの利用制限

＜光熱費＞

・ 昼休み時間における執務室や庁舎内通路の消灯

・ 階段照明の人感センサー導入や執務室照明スイッチ細分化の推進

・ 職員の利用状況を踏まえ２０時以降のエレベータの運転数の制限

・ 近隣階へのエレベータの利用自粛と階段利用の推奨

・ 冷房利用時の２８度設定など、冷暖房の利用の制限

＜超過勤務手当＞

・ 厚生労働省一斉定時退庁日を推進し、業務に支障がない限り、夜２０時

以降の残業縮減、消灯の徹底

・ 国会関係業務における当番制の導入など、職員の業務の分担を図る

＜出張＞

・ 割引運賃及びパック商品の利用を徹底し、出張旅費の更なる削減

＜レクリエーション経費＞

・ 原則すべて廃止

＜その他＞

・ 民間の経費節減方策など、先進事例の積極的な導入

上記取組を引き続き推進し、今後も積極的に庁費等の節約に取組む。




	資料４－２①　02-1　【会見用資料】既定経費の削減
	Taro-資料４－２②　02-2【会見用
	資料４－２③　010025009225-1-5077-20091020085630-00001

